
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

 

    

 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

     

    

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

 

 

 

  

 

  

 

 

 

資 料 １ 

令和２年１１月９日

新潟県防災局原子力安全対策課

令和２年度 新潟県原子力防災訓練について

１ 目 的

（１）新潟県地域防災計画（原子力災害対策編）に基づき、国、県、市町村及び防災関係

機関の相互の連携による防災対策の確立及び防災業務関係者の防災技術の習熟を図

る。

（２）住民の参加により、新潟県原子力災害広域避難計画の検証及び原子力災害発生時の

避難対応力の向上を図るとともに、原子力防災に対する理解の向上を図る。

２ 実施日

（１）本部運営訓練、児童引渡し訓練等

令和２年 10 月 20 日（火） 

（２）原子力災害医療訓練 

令和２年 10 月 21 日（水） 

（３）住民避難訓練等

令和２年 10 月 24 日（土）

３ 参加人数

約 97,000 人（３日間の延べ人数）

   【内 訳】

区 分 人 数 

65 機関 県、市町村、内閣府、原子力規制庁、

自衛隊、第九管区海上保安本部、

北陸地方整備局、北陸信越運輸局、 

新潟気象台、東京電力 等

約 630 人

避難・一時移転等訓練参加住民

（柏崎市、刈羽村、上越市、長岡市、燕市）

約 580 人

屋内退避訓練対象住民

柏崎市、上越市、十日町市、燕市のＵＰＺ

出雲崎町全域、長岡市小国地域

約 96,000 人

４ 訓練想定

柏崎市、刈羽村等で震度６強の地震が発生し、唯一運転中の柏崎刈羽原子力発電所７

号機において、原子炉が自動停止。炉心冷却機能の一部が喪失し施設敷地緊急事態とな

り、さらに同機能が喪失し、全面緊急事態となる。

その後、炉心が損傷し、放射性物質が放出され、一時移転が必要な空間放射線量率の

上昇が認められた状況になる。 
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５ 訓練内容

県庁、柏崎刈羽原子力防災センター、市町村、県内各訓練会場において、以下の訓練

を実施。

10 月 20 日に実施した本部運営訓練等においては、今年度新たに、放射性物質放出後

であるＯＩＬ２における対応や、新型コロナウイルス感染症への対応等も実施。 

10 月 20 日、21 日、24 日に実施した住民避難訓練等においては、今年度新たに、⑤保

護者への児童引渡し等訓練、⑦原子力災害医療訓練、⑫物資搬送訓練の３項目の訓練を

実施したほか、避難所の設置・運営、県バス協会との協力協定に基づいた住民避難の支

援、東京電力との協力協定に基づいた要配慮者の避難支援の手順の確認等を実施。 

（１）10 月 20 日 本部運営訓練、児童引渡し訓練等 

① 県災害対策本部等運営訓練 

② 現地災害対策本部運営訓練 

③ 緊急時通信連絡訓練 

④ 緊急時モニタリング訓練 

⑤ ＰＡＺ内の学校等における保護者への児童引渡し等訓練【新規】 

⑥ 道路啓開訓練 

（２）10 月 21 日 原子力災害医療訓練 

⑦ 原子力災害医療訓練【新規】 

（３）10 月 24 日 住民避難訓練等 

⑧ ＰＡＺ内放射線防護対策施設の屋内退避訓練 

⑨ ＰＡＺ内住民の避難訓練 

⑩ ＵＰＺ内住民の屋内退避訓練 

⑪ ＵＰＺ内住民の一時移転訓練 

⑫ 物資搬送訓練【新規】 

⑬ 安定ヨウ素剤緊急配布・予防服用訓練 

⑭ スクリーニング・簡易除染訓練 

⑮ 交通規制訓練 

⑯ 広報活動訓練
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令和２年 11 月９日

資 料 ２ 新潟県防災局原子力安全対策課

原子力災害時の避難手段に関する調査結果概要について 

１ 調査概要 

（１）調査目的 

円滑な避難に向けた計画策定のため、柏崎刈羽原子力発電所から概ね 5km 圏

内の即時避難区域（ PAZ）の住民を対象に、万一原子力災害が発生した際、どの

ような交通手段で避難されるかを調査したもの。

（２）調査対象 

柏崎刈羽原子力発電所から概ね 5km 圏内の即時避難区域（PAZ）内の世帯主

（令和２年４月末時点）全員

 ※ 7,473 世帯（柏崎市：5,892 世帯、刈羽村：1,581 世帯）

（３）調査期間等 

令和２年７月６日（月）～20 日（月）

郵送により調査・回答

２ 結果概要 

（１）回答数 

4,820 世帯（回収率：64.5％）

 ※  柏崎市：  3,805 世帯（回収率： 64.6％）、刈羽村： 1,015 世帯（回収率： 64.2％）

（２）調査結果 

① 世帯数ベース 

自家用車で避難するとした世帯は 74.9％、バスで避難するとした世帯は 17.4％、

自家用車とバスの両方で避難するとした世帯は 7.3％となっている。

（単位：世帯）

Ａ 自家用車 Ｂ バス Ｃ 両方 無回答 合計 
3,609 841 350 20 4,820 
74.9% 17.4% 7.3% 0.4% 100%

② 乗車人数ベース 

自家用車で避難する人数の割合は 84.7％、バスで避難する人数の割合は 15.3％
となっている。

（単位：人）

Ａ 自家用車 Ｂ バス
Ｃ 両方

（うち自家用車）

Ｃ 両方

（うちバス）
自家用車計
（A +C）

バス計
（B +C）

合計

11,006 1,439 847 702 11,853 2,141 13,994 
78.6% 10.3% 6.1% 5.0% 84.7% 15.3% 100%



 

 資 料 ３ 

ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態における対応について 

ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態における対応について、災害時に対応すべき事項及

び今後整理や調整が必要な点は、以下の通り。【第７回作業部会（令和元年８月 27 日

開催）において整理】 

これらの課題に対する対応について、以下の通り、対応する。

１．初動対応 

① 警戒事態が発生した段階で、警戒本部を設置 

 初動対応の整理（参集体制の確立、防護措置の準備等）が必要。 

② 施設敷地緊急事態で、災害対策本部を設置 

 初動対応の整理（参集体制の確立、防護措置の実施・準備等）が必要。

⇒「新潟県、柏崎市及び刈羽村における初動対応」を整理。

２．住民への情報伝達 

① 地区単位のコミュニティを活用した情報伝達を実施。 

 情報伝達手段の整理（本部等と一時集合場所との連絡、住民（施設敷地緊急

事態要避難者がいる施設含む）への情報伝達等）が必要。

⇒「柏崎市及び刈羽村における住民への情報伝達」を整理。

３．ＰＡＺ内の学校・保育所の児童等の避難 

① 警戒事態になった時点で、児童等の保護者への引き渡しを実施。 

② 施設敷地緊急事態になった時点で、保護者への引き渡しができない児童等は、

職員とともに避難し、避難先において保護者に引き渡す。 

 学校・保育所毎の個別避難計画の策定（連絡・引き渡し体制の確立、引き渡

しができなかった場合の避難体制の確立等）が必要。

⇒「柏崎市及び刈羽村の PAZ 内の学校・保育所等の児童等の避難」を整理。

⇒PAZ 内の学校・保育所毎の個別避難計画を策定支援中。

⇒引き渡しができなかった場合の児童等の避難手段として、「原子力災害時における

人員の輸送等に関する協定（令和２年 10 月 14 日、新潟県、公益社団法人新潟県

バス協会）」を締結。
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４．ＰＡＺ内の社会福祉施設の入所者への対応 

① 受入施設の準備及び移動手段の確保が完了した時点で避難を開始。 

② 無理に避難すると健康リスクが高まる者等は、避難に必要な体制が整うまで、

放射線防護施設内で屋内退避。 

 社会福祉施設毎の個別避難計画の策定（連絡体制の確立、避難に必要な体制

の準備、無理に避難すると健康リスクが高まる者への対応等）が必要。 

 新設された社会福祉施設の避難先施設の調整・決定が必要。

⇒「柏崎市及び刈羽村の PAZ 内の社会福祉施設の入所者への対応」を整理。

⇒PAZ 内の社会福祉施設毎の個別避難計画を策定支援中。

⇒PAZ 内の社会福祉施設の入所者の避難手段として、「原子力防災に関する協力協定

（令和２年 10 月 16 日、新潟県・東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株））」に基づき、福祉車

両（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ・車椅子兼用）31 台、運転手及び支援者 62 人を事前配備。 

⇒PAZ 内の社会福祉施設の入所者のうち、避難の実施により健康リスクが高まる者

は、輸送等の避難準備が完了するまで放射線防護対策施設内で屋内退避。

⇒PAZ 内の社会福祉施設の入所者の避難手段として、「原子力災害時における人員の

輸送等に関する協定（令和２年 10 月 14 日、新潟県、公益社団法人新潟県バス協

会）」を締結。

⇒PAZ 内の社会福祉施設の入所者の避難先施設を決定中。

５．ＰＡＺ内の在宅の避難行動要支援者への対応 

① 支援者の同行により避難可能な者は、避難先へ移動。 

② 無理に避難すると健康リスクが高まる者等は、避難に必要な体制が整うまで、

放射線防護施設内で屋内退避。 

 在宅要支援者の支援者及び避難手段の確保等が必要。

⇒「柏崎市及び刈羽村の PAZ 内の在宅の避難行動要支援者への対応」を整理。

⇒PAZ 内の在宅の避難行動要支援者の避難手段として、「原子力災害時における人員

の輸送等に関する協定（令和２年 10 月 14 日、新潟県・公益社団法人新潟県バス

協会）」を締結。 

⇒PAZ 内の在宅の避難行動要支援者のうち、避難の実施により健康リスクが高まる

者は、輸送等の避難準備が完了するまで放射線防護対策施設内で屋内退避。 

 在宅の避難行動要支援者の移動手段（福祉車両）について、現在、柏崎市及

び刈羽村において検討中。
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６．ＰＡＺ内の観光客等一時滞在者の避難等 

① 自家用車等により速やかに帰宅等可能な一時滞在者は、警戒事態の段階で、自

家用車等にて帰宅等を開始。 

② 帰宅等に時間を要する一時滞在者については、宿泊施設等に移動し、施設敷地

緊急事態の段階で避難を実施。 

 連絡体制の確立、避難手段の確保等が必要。

⇒「PAZ 内の観光客等一時滞在者の避難等」を整理。

７．ＰＡＺ内の観光客及び民間企業の従業員の数 

 観光施設、民間企業の場所及び人数の把握が必要。

⇒「PAZ 内の観光客及び民間企業の従業員の数」を整理。

８．ＰＡＺ内の海水浴場及び入場者の数 

 観光施設の場所及び人数の把握が必要。

⇒「PAZ 内の海水浴場及び入場者の数」を整理。

９．施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力 

 想定対象人数、必要車両台数及び種類（バス、ストレッチャー車、車椅子使

用）の把握が必要。

（参考）現時点での試算は以下の通り。 

・想定対象人数 ：４，８６６（人） 

・バス（４５人乗） ：１３５＋α（台） 

・ストレッチャー車両 ： ２６＋α（台） 

・車椅子車両 ： ５３＋α（台） 

⇒「柏崎市及び刈羽村において施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力」を整理。
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１２台
(要支援者１２人
＋支援者１２人)

２１台
(要支援者４１人
＋支援者４１人)

支援者の車両での避難によりその分必要車両台
数は減少。【資料P３１】
福祉車両（ストレッチャー仕様）は１台あたり１名、
福祉車両（車椅子仕様）は１台あたり２名の避難
行動要支援者を搬送することを想定。

４台
(要支援者４人
＋支援者４人)

３２台 ７０台

２台
(要支援者２人
＋支援者２人)

３０台
(要支援者５７人
＋支援者５７人)

支援者の車両での避難によりその分必要車両台
数は減少【資料P３１】
福祉車両（ストレッチャー仕様）は１台あたり１名、
福祉車両（車椅子仕様）は１台あたり２名の避難
行動要支援者を搬送することを想定

３台
(要支援者３人
＋支援者３人)

６台 ３４台

＜柏崎市において施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力＞ 

想定対象
人数

必要車両台数 ※1

備考
ﾊﾞｽ※２ 福祉車両 

(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様 )
福祉車両 
(車椅子仕様 )

学校・保育所の児童等の避難
２，１８４人

（児童等１，８１５人
＋職員３６９人）

５８台 ０台 ０台
保護者への引き渡しによりその分必要車両台数
は減少。【資料 P２７】

社会福祉施設の入所者の避難※３
９６９人

（入所者５２７人
＋職員４４２人）

２６台
（入所者２８８人
＋職員３５３人）

１６台
（入所者３１人
＋職員３１人）

４９台
（入所者２０８人
＋職員５８人）

支援者の車両での避難によりその分必要車両台
数は減少。【資料 P２８】
福祉車両（ストレッチャー仕様）は１台あたり１～２
名、福祉車両（車椅子仕様）は１台あたり１～６名
の避難行動要支援者を搬送することを想定。

在宅の避難行動要支援者の避難
５０４人

（要支援者３６８人
＋支援者１３６人）

１１台 
(要支援者３１１人
＋支援者７９人 )

調整中

在宅の避難行動要支援者のうち、避
難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者及
びその支援者を屋内退避施設に輸送

８人
（要支援者４人
＋支援者４人

０台 調整中
０台 

(要支援者０人
＋支援者０人 )

放射線防護対策施設に輸送。【資料 P３１】

その他の施設敷地緊急事態要避難者
等（妊婦・授乳婦・乳幼児・乳幼児の保
護者等）を避難先施設に搬送

２５５人 ８台 ０台 ０台

「乳幼児の保護者等」には乳幼児がいる世帯人
数を計上。
自家用車で避難できない人数を踏まえ、 15.3％
を想定対象人数として算入（出典：原子力災害時
の避難手段に関する調査）。

海水浴場から避難する一時滞在者 ２０人 １台 ０台 ０台 
1日あたりの海水浴客約２００人のうち、９割以上
が自家用車で訪問していることを踏まえ、その１
割を想定対象人数として算入。【資料 P３３】

合 計 ３，９４０人 １０４台 調整中

＜刈羽村において施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力＞ 

想定対象
人数

必要車両台数 ※1

備考
ﾊﾞｽ※２ 福祉車両 

(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様 )
福祉車両 
(車椅子仕様 )

学校・保育所の児童等の避難
５８０人

（児童等５０３人
＋職員７７人）

１４台 ０台 ０台
保護者への引き渡しによりその分必要車両台数
は減少【資料 P２７】

社会福祉施設の入所者の避難※３
６７人

（入所者２３人
＋職員４４人）

３台
（入所者１２人
＋職員３８人）

１台
（入所者１人
＋職員１人）

４台
（入所者１０人
＋職員５人）

支援者の車両での避難によりその分必要車両台
数は減少【資料 P２８】
福祉車両（ストレッチャー仕様）は１台あたり１～２
名、福祉車両（車椅子仕様）は１台あたり１～６名
の避難行動要支援者を搬送することを想定

在宅の避難行動要支援者の避難
２２２人

（要支援者１３７人
＋支援者８５人）

５台 
(要支援者７８人
＋支援者２６人 )

調整中

在宅の避難行動要支援者のうち、避
難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者及
びその支援者を屋内退避施設に輸送

６人
（要支援者３人
＋支援者３人）

０台 調整中
０台 

(要支援者０人
＋支援者０人 )

放射線防護対策施設に輸送【資料 P３１】

その他の施設敷地緊急事態要避難者
等（妊婦・授乳婦・乳幼児・乳幼児の保
護者等）を避難先施設に搬送

１２３人 ３台 ０台 ０台

「乳幼児の保護者等」には乳幼児がいる世帯人
数を計上。
自家用車で避難できない人数を踏まえ、 15.3％
を想定対象人数として算入（出典：新潟県原子力
災害時の避難手段に関する調査）。

観光施設から避難する一時滞在者 １００人 ３台 ０台 ０台 
1日あたりの観光客１，０００人のうち、９割以上が
自家用車で訪問していることを踏まえ、その 1割
を想定対象人数として算入。【資料 P３３】

合 計 １，０９８人 ２８台 調整中

※１ 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値

※２ バスは１台あたり 45 名程度の乗車を想定

※３ 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、輸送等の避難準備が整うまで放射線

防護対策施設内に屋内退避 
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３２台 ７０台

計３２台 計７０台

１６台

０台

２１台

１９台

保有車両台数
（柏崎市）

バス１９台
福祉車両（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ）●台
福祉車両（車椅子）●台

（社会福祉施設）
バス２台
福祉車両（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ）０台
福祉車両（車椅子）１９台

必要に応じて屋内退避施設に輸送

６台 ３４台

計６台 計３４台

５台

０台

３０台

３台

保有車両台数
（刈羽村）

バス１台
福祉車両（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ）●台
福祉車両（車椅子）●台

（社会福祉施設）
福祉車両（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ）０台
福祉車両（車椅子）３台

必要に応じて屋内退避施設に輸送

１０．施設敷地緊急事態での輸送能力の確保 

 必要となる輸送能力の確保（自治体、社会福祉施設、バス会社、電力事業者

等）が必要。

⇒「柏崎市及び刈羽村における施設敷地緊急事態での輸送能力の確保」を整理。

＜柏崎市における施設敷地緊急事態での輸送能力の確保＞ 

車両台数

備考
バス

福祉車両 
(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様 )

福祉車両 
(車椅子仕様 )

（A）必要車両台数 １０４台

（B）確保車両台数 計１０４台

確
保
先

・柏崎市

・柏崎市の社会福祉施設
（１９施設）

０台

２台 調整中 調整中

調整中

新潟県バス協会 １０２台 － －
保有車両台数

乗合：１，１６４台、貸切９０３台

東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株） ０台 １６台 ３０台

保有車両台数
バス●台
福祉車両３１台
（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ、車椅子兼用）

＜刈羽村における施設敷地緊急事態での輸送能力の確保＞ 

車両台数

備考
バス

福祉車両 
(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様 )

福祉車両 
(車椅子仕様 )

（A）必要車両台数 ２８台

（B）確保車両台数 計２８台

確
保
先

・刈羽村

・刈羽村内の社会福祉施設
（３施設）

０台

０台
調整中 調整中

調整中

新潟県バス協会 ２８台 － －
保有車両台数

乗合：１，１６４台、貸切９０３台

東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株） ０台 １台 １台

保有車両台数
バス●台
福祉車両３１台
（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ、車椅子兼用）

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合など、関係自治体の要

請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊 ）が必要に応じ支援を実施。
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１１．避難を行うことにより健康リスクが高まる避難行動要支援者に係る対応 

 避難を行うことにより健康リスクが高まる避難行動要支援者の近傍等に放

射線防護施設があるか、連絡体制の確立、移送手段の確保等が必要。 

⇒「避難を行うことにより健康リスクが高まる避難行動要支援者に係る対応」を整理。
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１２．自然災害等により道路等が通行不能な場合の復旧策 

① 避難経路として定められている道路等が使用出来ない場合は、新潟県、柏崎市

及び刈羽村は、代替経路を設定するとともに、管理者は復旧作業を実施。 

② 高速道路及び直轄国道については、国土交通省北陸地方整備局及び高速道路会

社（ＮＥＸＣＯ）が、道路啓開等を行い、早期の道路交通の確保等に努める。

１３．新潟県における降雪時の避難経路の確保 

 平時及び発災時における除雪体制の構築。

⇒「豪雪時における除雪体制」を整理（情報連絡本部の活用）。

⇒「原子力災害時避難円滑化モデル実証事業」による対応。
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１４．暴風雪や大雪時などにおけるＰＡＺ内の防護措置 

① 暴風雪や大雪時など、気象庁から特別警報等が発令された場合には、外出を控

える等の安全確保を優先する必要があるため、ＰＡＺ内の避難行動要支援者及

び住民は、天候が回復するなど、安全が確保されるまでは、屋内退避を優先。 

② その後、天候が回復するなど、安全が確保できた場合には、避難を実施。また、

無理に避難すると健康リスクが高まる者は、近傍の放射線防護施設へ屋内退避

を実施。 

 情報伝達手段の整理（住民（施設敷地緊急事態要避難者がいる施設含む）へ

の情報伝達等）が必要。

⇒「柏崎市及び刈羽村における住民への情報伝達」を整理。

⇒「暴風雪や大雪時などにおける PAZ 内の防護措置」を整理。 

 暴風雪や大雪時など、気象庁から特別警報等が発令された場合には、外出を控

える等の安全確保を優先する必要があるため、PAZ 内の避難行動要支援者及び

住民は、天候が回復するなど、安全が確保されるまでは、屋内退避を優先。 

 その後、天候が回復するなど、安全が確保できた場合には、避難を実施。 ま

た、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、近傍の放射線防護対策施設へ屋

内退避を実施。 

 なお、全面緊急事態となった段階で天候が回復するなどし、避難を実施する際

には、国及び関係府県等は、避難経路や避難手段、国が提供する原子力発電所

の状況や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果、気象情報等について、確認・調整等を行う。

以上 
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 資 料 ４ 

ＰＡＺ内の全面緊急事態における対応について 

ＰＡＺ内の全面緊急事態における対応について、災害時に対応すべき事項及び今

後整理や調整が必要な点は、以下の通り（なお、ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態におけ

る対応と重複する事項については、記載を省略している）。【第８回作業部会（令和元

年９月 11 日開催）において整理】 

これらの課題に対する対応について、以下の通り、対応する。 

１．ＰＡＺ内の住民の避難先 

① 全面緊急事態になった時点で、柏崎市（高浜地区、南部地区、二田地区、荒浜

地区、松波地区、西中通地区、中通地区）及び刈羽村（全地区）住民は、避難

を開始。 

 代替避難先確保の観点から、県外避難先の調整が必要。

（参考）ＰＡＺ内の住民の避難先一覧 

市村名 地区名 世帯数 
住民数

（人） 
避難先市町名 

柏崎市 高浜 179 407 村上市 

南部 210 558 

二田 740 2,034 

中通 508 1,461 湯沢町 

西中通 2,266 6,249 妙高市 

荒浜 417 1,038 糸魚川市 

松波 1,565 3,637 

刈羽村 全地区 1,608 4,646 村上市 

合計 7,493 20,030 

※１ 新潟県地域防災計画（原子力災害対策編：資料編）等から内閣府が作成。

※２ 世帯数及び住民数には、ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態要避難者も含む。

⇒自然災害、冬期雪害等により、新潟県内の避難先施設が十分に確保できなくなっ

た場合、県・各市町村は、「災害時相互応援協定」等を活用し、周辺県等において

も避難先を調整する。
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２．全面緊急事態で必要となる輸送能力及びその確保 

① 自家用車避難を基本とするが、自家用車で避難できない住民は、徒歩等で一時

集合場所に集まり、新潟県等が配車した車両で避難。 

 自家用車で避難できない住民数の試算が必要。 

 自家用車で避難できない住民数を踏まえ、必要となる輸送能力の確保（自治

体、社会福祉施設、バス会社、電力事業者等）が必要。

⇒新潟県実施のアンケート調査の結果より、自家用車により避難する PAZ 内住民は

84.7%、バスによる避難が必要な PAZ 内住民は 15.3％となった。

PAZ内
人口 ﾊﾞｽ

避難者数
自家用車
避難者数

柏崎市 １５，５３２人 ２，３８１人 １３，１５１人

刈羽村 ４，６４６人 ７１３人 ３，９３３人

合計 ２０，１７８人 ３，０９４人 １７，０８４人

※PAZ 内人口は、施設敷地緊急事態要避難者の人数も含む。

３．避難先施設までの主な経路 

① 地域毎に決められた避難経路で避難。自然災害等で避難経路が使用できない場

合を想定し、複数の経路を設定。 

 避難を円滑に行うための対応策（主要交差点等における交通整理・規制、「道

路情報板」等を活用した広報等）が必要。

⇒「避難を円滑に行うための対応策」として、道路渋滞把握対策、交通誘導対策、交

通広報対策、交通規制対策等を整理。

以上 
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